
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3  年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 ‖∞ 世界アジア人財支援協会

1 事業の成果

定款第 5条 (1)在日外国人等が日本で生活するうえで必要とする各種支援事業並びに外国人就労者

を雇用する企業等への各種支援事業について以下の活動を行なった。

日本語学習支援 :

①スキルアップのために日本語の会に依頼して 1月 に支援者研修を実施した。

②学習者のニーズ。支援者の状況把握のため3月 にアンケートを実施した。

③学習記録の利便性向上のため3月 に学習者・支援者管理ツールを開発した。

④支援者にOJT・ ⅧBに よりOoogleWorkspace等 の使用説明を行った。 (通年)

⑤学習者間の交流を図るため支援者も参加した懇親会を開催した。(3月 )

外国人に対す る日常生活等の相談受付及び解決支援 :

①学習者および学習者からの紹介された人の相談解決に向けた支援を行った。

②相談件数は21件 (解決案件含む)で、内訳は在留ビザ変更更新のため同行、就業相談、学校進学、転職、

入院先病院の紹介と同行、通院治療病院の紹介、運転免許証書き換え、コロナ患者に対する各種情報提供 (就

業、転職以外の案件については解決している。)

③CINCA、 北区保健所、帝東大学と協同して外国人に対しワクチン接種推進活動を行った。

④解決にあたり外部機関 (CINm、 国際交流協会、入管相談室等)と 連携した。

日本文化の紹介等 :

コロナの影響により本年度は活動休止した。

lTを活用 した支援 :

①引き続きPの リニュアル、更新を行った。

②Ooogleワ ークスペースのメンテナンスを行った。

③ハニーコードを使つた外国人支援アプリを開発した。

中小企業との連携 :

東京商工会議所会員として外国人雇用に関する都内中小企業の状況について情報収集を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 240】 千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係)

令和3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活鵬法人 HЮ世界アジア人財支撮協会
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令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ‖Ю世界アジア人財支援協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NIЮ法人会計基準 (2,010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NЮ法人会計基準協議会)

によつています。
(1'欄卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
,玄当なし

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

事業別損益の状況
該当なし

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当なし

4 使途等が制約された寄附金等の内駅
該当なし

固定資産の増減内訳
該当なし

借入金の増減内訳
該当なし (単位 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容
該当なし

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の核分方法

事業費と管理費の区分の困難な費用については、活動時間割合にてその費用を各々へ接分しています。

その他の事業に係る資産の状況

該当なし
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未払金
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書式第 17号 (法第28条関係)

令和3年度財産目録

事 業 報 告 用
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (■事業年度においてa員 であつたことがある全員の氏名■び住所又はE隋菫
びにこれらの者についての前事業年度における颯日の有彙を●●した名庫)

笠:豊理襲:匿塾塗生」壁1望!題:生生:△l睦量lШ陰__

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 0・ 監事

ナカノタケシ 2021年4月 1日

2022年 3月 31日

年

年

月

月

日

日中野能志

2 0・ 監事

ヨシダトモヒサ 2021年4月 1日

2022年 3月 31日

年   月   日

年  月  日吉田知久

3 G・ 監事

イタガキカツキ 2021年4月 1日

2022年:3月 31日

年  月  日

年  月  日板垣克己

4 蕉D・ 監事
スドウヤスヒデ

須藤泰秀

202“手4月 1日

2022年 13月 31日

年 月

月

日

日年

5 ≦D・ 監事
タケムラポール 2021年 4月 1日

2022.年 3月 31日

年:   月   日

年   月  日竹村ポール

6 理事・()
スミオシンスケ 2021年4月 1日

2022年3月 31日

年 月

月

日

日年角尾慎介

7 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日



設立・事業報告用
書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

麹塑饉型型鯉込 理型昼二立Z型菫盤出詮

氏   名

1

中野 能志

2

吉田知久

3

須藤泰秀

4

内田和男

5

丸山耕己

6
小山田滋

7

飯島順子

8

清水恵理子

9

角尾慎介

10

竹村ポール

11

12


